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第１章 はじめに～調査の背景とねらい～ 

 

 高齢者の雇用を進めるための高年齢者雇用確保措置には、定年制度に関わる仕組みと定年

後の継続雇用に関わる仕組み（継続雇用制度）があり、定年制度の廃止と定年延長制度が前

者に、勤務延長制度と再雇用制度が後者に対応する。 

 これまでの調査研究からは、企業が主に実施してきた高年齢者雇用確保措置は継続雇用制

度（そのなかでも再雇用制度）であり、それに比べると定年制度に関わる措置、そのなかで

も特に定年制度の廃止を行う企業の少ないことが明らかになっている。厚生労働省「高年齢

者雇用状況調査」によると、平成 21 年度６月１日現在、従業員数 31 人以上の企業（136,605

社）では、「定年の定めの廃止」を講じた企業は 2.1％、「定年の引上げ」を講じた企業は 15.1％

にとどまり、「継続雇用制度の導入」を講じた企業が 82.1％にのぼっている。 

 それでは、こうした仕組みのもとで、企業は高齢者に対してどのような人事管理を採用し

ているのか。継続雇用制度の場合は、既存調査でも明らかなように、雇用契約を１年ごとの

更新とする非正規社員の雇用形態とするケースが多く、その際の雇用上限年齢は多くが法の

義務化を前倒しして 65 歳としている。賃金は年金や給付金等を考慮して決定しており、賃金

額は定年到達時の６割程度の水準にある。しかしながら、高齢者を対象にした人事管理につ

いて明らかにされているのはここまでであり、高齢者を対象した人事管理を体系的に分析し

た調査研究は少ない。これでは、団塊の世代の定年に伴う「量的拡大」と年金支給開始年齢

の引き上げに伴う「雇用期間の長期化」が進むという２つの点を考慮しながら、高齢者の有

効活用と能力発揮を実現し、高齢者個人の納得感を高め、モチベーションを高めるためにど

のような人事管理を展開する必要があるのかという、高齢者雇用を促進するための重要な課

題に応えることができない。 

 以上の観点に基づいて本調査研究で、第一に、60 歳前半層の社員（以下、「高齢者」と呼

ぶ）を対象にした人事管理の各領域において、どのような点が 60 歳前の正社員（以下、「現

役正社員」と呼ぶ）を対象とした人事管理と連続性があるのか、あるいは、連続性がないの

かを明らかにすることを目的としている。それは、日本企業の人事管理が 60 歳定年制を前提

に形成されてきたため、企業にとって、高齢者と現役社員との人事管理上の連続性をいかに

とり、それに合わせて高齢者のための人事管理をどのように整備するかに大きく貢献するか

らである。第二に、どのような高齢者用人事管理が 70 歳までの雇用を推進することにもつな

がるのかを明らかにすることを目的としている。 

 本調査研究では、こうした目的にそってアンケート調査と事例調査が行われ、その結果は

第Ⅱ部及び第Ⅳ部で詳細に分析されている。さらに、第Ⅲ部では「60 歳代前半層の人事管理

の特徴」について現役正社員との比較を通して、分析・検討が行われている。ここの第Ⅰ部

の第２章から第８章では、第Ⅱ部及び第Ⅳ部で明らかにされた主要な調査結果を、第９章で

は、第Ⅲ部で得られた主要な分析結果を整理したうえで、「70 歳雇用のための人事管理」を

実現するうえで企業がとるべき政策の方向を提言している。 




